
別紙 「基準額一覧表」（予定）                         〇子ども・子育て支援交付金交付要綱より抜粋 

区分 基準額 対象経費 

放課後児童

健全育成事

業（特定分） 

● 放課後児童健全育成事業  放課後児童健全育

成事業の実施に必要

な経費（飲食物費を

除く。） 

①原則、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成26年

厚生労働省令第63号。以下「設備運営基準」という。）どおり放課後児童支援員

（常勤職員に限る。）を２名以上配置した場合  

（１）年間開所日数250日以上の放課後児童健全育成事業所  

ア 基本額（１支援の単位当たり年額）  

(ｱ)構成する児童の数が1～19人の支援の単位  

5,107,000円－（19人－支援の単位を構成する児童の数）×28,000円  

(ｲ)構成する児童の数が20～35人の支援の単位  

7,495,000円－（36人－支援の単位を構成する児童数）×26,000円  

(ｳ)構成する児童の数が 36～45 人の支援の単位           7,495,000 円  

イ 開所日数加算額（１支援の単位当たり年額）  

（年間開所日数－250日）×31,000円  

（1 日 8 時間以上開所する場合）  

エ 長時間開所加算額（１支援の単位当たり年額）  

(ｱ)平日分（18時半を超えて開所する場合）  

「18時半を超える時間」の年間平均時間数×804,000円  

(ｲ)長期休暇等分（1日8時間を超えて開所する場合）  

「1 日 8 時間を超える時間」の年間平均時間 ×362,000 円  

②原則、設備運営基準どおり放課後児童支援員、補助員（以下「放課後児童

支援員等」という。）を配置した場合  

（１）年間開所日数250日以上の放課後児童健全育成事業所  

ア 基本額（１支援の単位当たり年額）  

(ｱ)構成する児童の数が1～19人の支援の単位  

3,028,000円－（19人－支援の単位を構成する児童の数）×28,000円  

(ｲ)構成する児童の数が20～35人の支援の単位  

5,416,000円－（36人－支援の単位を構成する児童数）×26,000円  

(ｳ)構成する児童の数が 36～45 人の支援の単位              5,416,000 円  

イ 開所日数加算額（１支援の単位当たり年額）  

（年間開所日数－250日）×23,000円  

（1 日 8 時間以上開所する場合）  

エ 長時間開所加算額（１支援の単位当たり年額）  

(ｱ)平日分（18時半を超えて開所する場合）  

「18時半を超える時間」の年間平均時間数 × 495,000円  

(ｲ)長期休暇等分（1日8時間を超えて開所する場合）  

「1 日 8 時間を超える時間」の年間平均時間 × 223,000 円  

●放課後児童クラブ支援事業 放課後児童クラブ支

援事業の実施に必要

な経費  

（１）障害児受入推進事業                                2,352,000 円  



放課後児童

健全育成事

業(一般分)  

 

●放課後児童支援員等処遇改善等事業 放課後児童支援員

等処遇改善等事業の

実施に必要な経費

（給料、職員手当（時

間外勤務手当、期末

勤勉手当、通勤手

当）、共済費（社会保

険料）、賃金、委託料

及び補助金）  

（１）家庭、学校等との連絡及び情報交換等の育成支援に従事する職員を配置   

2,181,000円  

（２）（１）の「家庭、学校等との連絡及び情報交換等」に加え、地域との連携・協

力等の育成支援に従事する常勤職員を配置                                                                                

3,768,000円 

●障害児受入強化推進事業 

（１）障害児を３人以上受け入れる場合  

ア 障害児を３人以上５人以下受け入れる場合  

(ｱ)職員を 1 人配置                                     2,352,000 円 

障害児受入強化推

進事業の実施に必要

な経費 

●放課後児童クラブ育成支援体制強化事業  

１支援の単位当たり年額                                1,646,000円  

放課後児童クラブ育

成支援体制強化事

業の辞しに必要な経

費 

放課後児童

健全育成事

業（その他

分） 

●放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業  

１支援の単位当たり年額（１）～（４）の合計額  

放課後児童支援員キ

ャリアアップ処遇改善

事業の実施に必要な

経費（給料、職員手

当（時間外勤務手

当、期末勤勉手当、

通勤手当）、共済費

（社会保険料）、賃

金、委託料及び補助

金）  

 

 

（１）放課後児童支援員を配置  

対象職員１人当たり             131,000円  

（２）概ね経験年数３年以上の放課後児童支援員で、一定の研修を受講した者

を配置  

対象職員１人当たり             198,000円  

（３）概ね経験年数５年以上の放課後児童支援員で、一定の研修を受講した者

を配置  

対象職員１人当たり             263,000円  

（４）（３）の条件を満たす概ね経験年数10年以上の放課後児童支援員で、事業

所長（マネジメント）的立場にある者を配置  

対象職員１人当たり             394,000円  

※ １支援の単位当たりの基準額は、919,000円を上限とする。  

●放課後児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）  

支援の単位ごとに次により算出された額の合計額  

11,000円×賃金改善対象者数（※）×事業実施月数  

放課後児童支援員

等処遇改善事業（月

額  

9,000 円相当賃金改

善）の実施に必要な

経費  

※国の交付要綱の改正等に伴い、補助基準額等は変更となることがあります。 

※支援の単位を構成する児童の数とは、クラブを毎日利用する児童と週のうち数日を利用する児童との双方が考えられ

る事業であることに鑑み、毎日利用する児童の人数に、一時的（週のうち数日）利用する児童の平均利用人数を加えた数

をいうものである。 


